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１．はじめに

　2011 年 11 月、187 の赤十字・赤新月社からなる国際
赤十字・赤新月社連盟（以下、連盟）に赤十字国際委員
会（以下、ICRC）を加えた、いわば「オール赤十字会
議」である赤十字代表者会議は、核兵器に対する赤十字
の見解を未だかつてないほど明確に確認する決議を採択
した。これは、第二次世界大戦後の赤十字の様々な試
み、国際社会の時勢、そして国際人道法の理念を踏まえ
ながら、主に ICRCがすすめてきた準備の成果である。
　同年 3月 11 日に日本を襲った未曾有の東日本大震災
とそれが引き起こした福島での原子力災害は、それ自体
が国際社会に大きな衝撃を与えたほか、上述の核兵器を
めぐる赤十字の議論にも大きな影響をもたらした。ま
た、同年 11 月に開催された連盟総会では、急遽、原子
力災害における赤十字の役割を再確認するための決議を
採択するに至った。
　以下に、それぞれの決議にいたった背景や、その意義
を紹介する。

２．核兵器における赤十字の見解

２－１）これまでの経緯

　第二次世界大戦後の 1946 年、赤十字社連盟の理事会
は、核兵器を無差別兵器とみなし、ジュネーブ条約で禁
止されている毒ガス兵器、細菌兵器などに核兵器を加え
るよう、次回の赤十字国際会議に呼びかけた。しかし、
1948 年のストックホルムでの赤十字国際会議では、核
兵器の人道的問題に対処するためには、従来のジュネー
ブ条約だけでは不十分であることが政府間で認識され、
「原子力その他これに類する力を戦争目的に使用しない
旨の誓約を各国が行うよう要請する」という決議がなさ
れた。
　1946 年から 2011 年までの間、核兵器を意識した決議
が計 15 回、うち赤十字国際会議（政府代表も出席）で
は 8回、赤十字代表者会議（オール赤十字会議）では 2
回、連盟総会（戦後当初は赤十字社連盟「理事会」）で
は 5回採択されているが、1954 年の大洋州ビキニ諸島
での核実験以後、赤十字（特に ICRC）は、当時の国際
情勢下では核兵器の禁止を実現することは困難であると
の認識に立ち、真っ向から禁止を打ち出す路線を修正
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し、「どうすれば一般文民、傷病者、捕虜、病院その他
の施設などの保護を全うすることができるか」という赤
十字の実際の活動に結びつけたりⅰ、大量破壊兵器の一
環として核兵器を禁じるⅱという方向性にシフトしてい
ったとみられる。

　無論、日本赤十字社（以下、日赤）と核兵器の関わり
については 1945 年、広島、長崎への原爆投下時にさか
のぼる。1945 年の広島への原爆投下のおり、爆心地か
ら至近距離に位置していたにもかかわらず、奇跡的に全
壊をまぬがれた広島赤十字病院には、原爆投下直後から
大勢の負傷者が運びこまれた。設備も医薬品もなく、医
師や看護師もほとんどが死亡していた状況だったが、生
き残った人による献身的な対応がおこなわれた。投下か
ら 1か月後、ICRCのマルセル・ジュノー博士が広島の
惨状を聞き、その実態を確かめるべく外国人医師として
初めて広島入りし、その惨状を世に伝えるとともに、当
時のGHQと交渉して 15 トンの医薬品や医療資機材の
提供を受けることに成功する。彼は「広島の恩人」とし
て今も慕われ、広島平和公園に記念碑が建立されてい
る。以後、日赤としては、核兵器が人体に及ぼす影響に
ついて、唯一の被爆国としての発信を行ってきたことⅲ、
また、核兵器の実験禁止に踏み込んだ提案ⅳを行った経
緯がある。しかし、それ以降、前述したような赤十字と
しての方向性の転換に伴い、目だった活動は行っていな
い。

２－２）今、赤十字が核兵器廃絶を再び取り上げた理由

　核兵器を取り巻く国際的な状況が近年変化をみせつつ
あることが背景にある。

（１） 2008 年　潘基文国連事務総長「核軍縮 5項目提
案」

① 全 NPT（核拡散禁止条約）加盟国による軍縮義
務の履行を求め、強力な検証システムに裏付けら
れた「核兵器禁止条約」ⅴの交渉開始を検討する

② 安保理常任理事国による核軍備縮小・撤廃プロセ
ス議論の開始

③ CTBT（包括的核実験禁止条約）ⅵ、FMCT（核分
裂性物質生産禁止条約）ⅶなどによる「法の支配」
の強化

④ 核兵器保有国の説明責任および透明性の強化
⑤ 核軍縮の補完的措置の必要性

　国連総会会期中である 2008 年 10 月に国連本部で開
催されたシンポジウム「国際連合と核兵器なき世界に
おける安全保障」と題する基調演説で、国連の潘基文
事務総長は、「核軍縮 5項目提案」を発表した。この
なかで、同氏は国連のトップとして公の場で「核兵器
禁止条約」への支持を初めて表明した。この事務総長
声明は、2010 年に合意したNPT運用再検討会議の最
終文書においても、「この事務総長提案に留意する」
として正式に盛り込まれた。また、「核のない世界」
に向けて、国連安保理を核問題の議論の場にすること
も提案した。

（２） 2009 年　オバマ大統領「プラハ演説」
① 米国の国家安全保障戦略における核兵器への依存

度を低下
② CTBT批准、カットオフ条約交渉開始、NPT体

制強化を米国がけん引
③ 「核兵器のない世界」ⅷへの言及

　2009 年 4 月、米国とEU初の首脳会議のためにプ
ラハを訪問したオバマ大統領が行った「核兵器のない
世界」の実現に向けて世界をけん引していくことを誓
った演説も注目に値する。そこには、国家安全保障戦
略における核兵器への依存度を低下させるという発言
が、非核国でなく核兵器保有国から出てきたという意
義がある。

　これら（１）（２）の 2つの流れを受け、2009 年 9
月には首脳レベルが参加し、オバマ大統領が議長を務
めた核不拡散・軍縮に関する安保理サミットが開催さ
れ、NPT体制の強化、CTBTの早期発効の要請、な
ど 11 項目の行動目標が全会一致で採択された。

（３） 2010 年　NPT再検討会議において「国際人道
法」に言及

　特に、昨今の国家間での議論において、国際人道法
への言及がみられるようになったことが新しい。例え
ば、一般演説で広島・長崎の被爆者が演説をした「核
不拡散条約（NPT）再検討会議」（2010 年 5 月）では、
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核軍縮のための行動計画が採択されたが、そのなかに
「すべての国が常に国際人道法を含むすべての国際法
を遵守する必要性を再確認する」という文言が入っ
た。これは今までなかったことで、赤十字が各国政府
や市民団体から、その見解を求められるようになっ
た。
　「国際人道法」の文言は「核軍縮のための行動計画」
の初案にはなく、スイス政府代表の発言により付け加
えられたもので、英、仏が反対したが、その他の欧州
諸国や中南米などが支持を表明した。
　1996 年の国際司法裁判所が出した勧告的意見にお
いても、多くの関係者の注目が「核兵器廃絶」の文言
に向けられ、「核兵器禁止条約」への流れにつながっ
ていったが、ここで同じく勧告的意見に含まれていた
「国際人道法」の切り口にもようやく光が当てられた
のである。

（４） 2010 年　ICRC総裁声明「核兵器の時代に終止符
を」

　2010 年 4 月、在ジュネーブ各国政府代表団に対し
て、ICRC総裁のヤコブ・ケレンベルガー氏が声明を
発表した。その冒頭では、「ICRC ／赤十字は、核兵
器に関する議論が、軍事的および政治的考慮のみでな
されるべきではなく、究極的には人間の利益、人道法
の基本原則および人類全体の将来への考慮のもとでな
されるべきである」という、赤十字の見解の根本を説
いている。
　より具体的には、ICRCが「核兵器の威嚇または使
用は人道法の諸原則と諸規則に一般的に反する」とし
た 1996 年の国際司法裁判所が出した勧告的意見を歓
迎し、「核兵器の使用が国際人道法に適合する状況を
想像するのは難しい」と表明。そのうえで、核兵器が
二度と使用されないことを主張し、そのために法的拘
束力のある条約締結を訴えた。ICRCが、このように
公式の場で、核兵器に特化した、しかも具体的な対策
に言及した発言を行ったのははじめてであり、1950
年半ばから赤十字がとってきた核兵器問題に対する路
線に変化がもたらされたといってよいだろう。
　なお、2010 年 11 月、広島で「広島の遺産」という
テーマで開催されたノーベル平和賞受賞者世界サミッ
トⅸに連盟を代表して出席、スピーチをした近衞忠煇
連盟会長（日赤社長）は、こうした ICRC発言も考慮

したうえで「核兵器は人道の理念に反する兵器であ
る」との発言を行っている。

２－３）2011 年　赤十字代表者会議決議の内容

　2011 年に採択された決議は、赤十字が核兵器に対し
てとる見解を明確にするものである。そこで、2つの考
え方を主張している。

① 核兵器の使用が、国際人道法の定める理念と一般
的に両立しない
（1996 年に国際司法裁判所が出した同様の勧告的
意見への支持を表明）

② もし使用された場合、その結果に対応できる人道
的援助能力が欠如している
（つまりその起こりうる事態に対し、誰もが適切
に対応できないことの訴え）

　そして、各国政府および各国赤十字・赤新月社に対し、
次のようなアクションを要請する。

① 各国政府に対し、（法律上の解釈論に関わらず、
つまり、核兵器の使用が限定的な条件において合
法と解釈されるとしても）、人道的観点から、核
兵器を使用しないことを求める

② 各国政府に対し、法的拘束力を持つ国際的合意に
よって、核兵器の使用を禁じ、完全なる廃絶をす
るため、早急に決定を伴う交渉を行い、結論を導
くことを求める

③ 各国の赤十字・赤新月社に対し、「人道外交」ⅹを
駆使し、一般市民、科学者、医療従事者などに対
し、核兵器のもたらす破滅的な被害、核兵器の使
用に起因する国際人道法上の問題、そしてこれら
の兵器の使用禁止と廃絶につながる具体的行動の
必要性について啓発活動を行うことを求める

④ 各国赤十字・赤新月社に対し、同じく「人道外交」
を駆使して、各国政府に、赤十字のこうした核兵
器問題における見解を普及することを求める

　本決議を知ったいくつかの日本の関連NGOや団体か
らは、これまで核兵器が軍縮や軍備管理などの技術的な
切り口で語られることが多かったこと、他方、その非人
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道性を強調することについては、日本においてはあまり
にも当たり前の切り口で、アピール力が弱いという難点
があること、そのなかにあって、赤十字がその「当たり
前」を論理的に説明し、その見解を明確にしたことを評
価する意見が日赤に寄せられた。

２－４）2011 年の赤十字代表者会議における反響

　核兵器を議論するセッションでは、まず冒頭で広島、
長崎を題材とした 5分間のドキュメンタリーフィルムが
上映され、続いて、日赤長崎原爆病院の朝長院長が自ら
の被爆者としての体験と、長年被爆者医療に関わってき
た知見から、原爆がもたらした長期的な健康上の影響な
どについて語り、多くの反響を得るとともに決議採択へ
の雰囲気作りに大きく貢献した。核兵器のもたらす惨禍
を知らしめるということが、ICRC、ノルウエー、オー
ストラリアなどの共同議案提出社から、日赤に最も期待
されていた役割であった。現に決議文には「日赤」、「広
島」、「長崎」、そして各原爆病院など、日本に関係した
多くのキーワードが盛り込まれているほか、近衞忠煇連
盟会長がノーベル平和賞受賞者世界サミットで発言した
内容にも言及するなど、日本の色が強く出ている。
　決議の共同提出社は 187 社中、最終的に 30 社にのぼ
った。また、全体会議の関連セッションでは、日赤をは
じめ、議案の共同提出社であるノルウエー、オーストラ
リアの赤十字など計 31 社が決議を支持する発言をした。
赤十字代表者会議は多数決ではなく、コンセンサスを採
用しているため、当日までに、決議案に異論を唱える可
能性のある赤十字社への根回しは行われており、無事採
択にいたったが、それでもある1社は、決議に対する意見
として、以下の 2点の懸念を主張したことに留意したい。

① 決議の目的や趣旨には全く賛同するが、あくまで
方法論として、このように核兵器の使用禁止や廃
絶の立場を声高に打ち出す、という手法は、一部
政府からの信頼を失うリスクがあるため、必ずし
もその達成のために最善の方法ではない

② むしろ、赤十字は「人道外交」を通じて、本問題
解決の鍵を握るプレーヤー（政府）にとって、最
も信頼できる存在であり続けることによって、そ
の（政府への）影響力を行使することができる

２－５）今後の展望

　ICRCが中心となり赤十字が前回 2009 年の赤十字代
表者会議から周到に準備をすすめてきた本決議である
が、結果として、「代表者会議」というオール赤十字の
決議にとどまり、引き続いて開催される赤十字国際会議
（ジュネーブ締約国政府代表も参加）で議題にすること
ができなかったことも現実として受け止めなければなら
ない。その背景として、一部核保有国の支持が得られな
かったということも聞いている。また、今回の議案の草
稿段階から、共同提出社として日赤も協力をしてきたわ
けだが、例えば、その一環で内々に日本の外務省にも赤
十字の論点をシェアしたところ、「正式なコメントは差
し控えたい」というのが当時の反応であった。また、核
兵器の問題は核不拡散、軍縮などの多くの要素が複雑に
絡みあったバランスの上に成り立っており、今回の赤十
字のように、核兵器の使用禁止のみを強調することは、
こうしたバランスや繊細さを踏まえない、一方的なもの
として受け取られかねず、広い賛同を得られないという
指摘もあった。
　今回の決議にうたわれているように、日赤をはじめと
する赤十字の役割は、こうした核問題における赤十字の
見解、特に、その国際人道法に立脚した切り口を各方面
に広く理解してもらうよう働きかけることである。赤十
字は「政府の補完的役割を果たす」という任務を持ち、
政府と民間の間に立つユニークな存在である。このユニ
ークな立場ゆえ、様々な機会に恵まれるという利点もあ
るだろう。2011 年 11 月の赤十字の決議採択後、2012 年
5 月には、ウイーンで開催されたNPT（核拡散禁止条
約）再検討会議準備委員会において、ノルウエーやオー
ストリアを含む 16 の政府が「核軍縮の人道的側面に関
する共同声明」を発表し、そのなかで、赤十字代表者会
議決議と国際人道法に言及した。また、同年 8月の長崎
市平和宣言や、広島で開催された IPPNW（核戦争防止
国際医師会議）ⅺ世界大会でも、赤十字の決議が引用さ
れるなど、赤十字の見解への理解は広がりつつある。今
後も、政府、市民など様々なレベルで赤十字の見解を理
解してもらう努力、「人道外交」を続けていきたいと考
える。
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３．原子力災害における赤十字の見解

３－１）赤十字が原子力災害に再注目したいきさつ

　東日本大震災が発生した 2011 年は、チェルノブイリ
原発事故から 25 年目を迎える節目であり、これを記念
する国際会議が同年 4月にキエフで開催され、連盟が招
待をうけるなど、世界的に原子力災害に国際社会の注目
が集まったのはごく自然な流れであったといえる。しか
し、実際には赤十字は東日本大震災以前から原子力災害
と赤十字の課題を改めて提起しており、その担い手は他
ならぬ日赤だったという事実がある。
　2010 年 11 月、広島で開催されたノーベル平和賞受賞
者世界サミットにおいて、連盟会長でもある近衞忠煇日
赤社長は、ノーベル平和賞受賞団体の代表として「原子
力事故がひとたび発生すれば、その人道的影響は核兵器
と同じ、またそれ以上になりうる」こと、また「人道援
助に携わる者も対応を余儀なくされる。しかも事故の影
響は国際的に及ぶ」と訴えた。これを機に、日赤は、赤
十字は原子力災害に対しても、今一度その人道援助機関
としての役割を再確認すべきである、という問題提起を
するようになる。
　2010 年当時、翌 2011 年の一連の赤十字会議で核兵器
決議を採択しようと慎重に準備してきた ICRCやノルウ
エー、オーストラリアの赤十字などは、原子力災害対策
の必要性は認めるものの、核兵器と同じ会議の場でそれ
に言及することに賛同しなかった。赤十字が原子力災害
を語る際には、その原子力技術の使用の妥当性に踏み込
むことはなく、あくまで救護団体として不測の事態に備
えることが目的である。彼らには、この切り口が持ち込
まれることで、国際人道法に照らして使用禁止を明確に
謳う核兵器決議の勢いがそがれること、そして、このこ
とが、本決議に必ずしも賛成しない一部勢力に余計な反
駁の材料を与えかねないという懸念があった。また、当
時は、原子力災害の低い発生頻度、低線量の被ばくが人
体にもたらす影響についても十分な科学的立証ができて
いないこと（科学的な統一見解が不在であること）も相
俟って、この課題に赤十字が取り組むことにおける費用
対効果、妥当性への疑問もあった。　実際に連盟がチェ
ルノブイリ原発事故後から継続的に支援してきた
CHARP（チェルノブイリ人道支援プログラム）ⅻも、事
故の記憶が薄れていくにつれて、国際的支援が得られに

くい状況に陥っていた。
　しかし、こうした状況が 2011 年 3 月 11 日の東日本大
震災を契機に一転する。多くのメディア、そしてチェル
ノブイリ事故の時には存在しなかったソーシャルメディ
アという新しい媒体を通じて、おそらく今まで以上に原
子力災害を身近に感じた国際社会は、その問題に一気に
注目するようになったのである。ICRCや各赤十字・赤
新月社も「核兵器とは明確に別の問題」とはしながら
も、「原子力災害は核兵器と同じく重要な人道的問題」
と認め、本来、同年 11 月の核兵器決議を議論するため
に 5月に開催された有志の赤十字社による準備会議にお
いて、日赤に「赤十字が福島の経験から学ぶべきこと」
を発表してほしい、と提案してきたほどであった。そし
てこの 5月の会議の結果、核兵器の問題をこれまでどお
り ICRCがリードする一方、原子力災害の問題は平時の
災害対応・対策の一つとして連盟がリードするという流
れができ、連盟事務局が中心となって、急遽連盟総会ま
での半年間で原子力災害関連決議の採択を目指すことに
なったのである。

３－２）連盟総会決議の採択

　本決議案は総会最終日の午後、前回から今回の総会ま
での 2年間に発生したハイチ地震、東日本大震災など、
国際的な大規模災害対応の教訓などを議論するセッショ
ンでの結論のひとつとして提案され、日赤をはじめ、チ
ェルノブイリ原発事故を経験したウクライナ赤十字社、
3月 11 日以後、放射線に伴う問題を身近に経験した日
本の隣国、大韓赤十字社から決議案に賛同する発言がな
された。また、ICRCも連盟総会においてはオブザーバ
ーにすぎないが特別に発言し、ICRCが「核兵器テロ」
の対応策などを検討していた矢先に福島の事故がおこ
り、それまでの蓄積しつつあったノウハウや個人線量計
などの装備を日赤に提供したことを紹介し、ICRCとし
ても、原子力災害への関心が高いことを表明した。

３－３）連盟総会決議のフォローアップ

　決議そのものは、一言でいうと、赤十字が原子力災害
への取り組みを強化していくという決意表明を大きく超
えないものである。そのため、決議採択後、2013 年の
次の連盟総会に向けて、それをどのように解釈し、具現
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化していくのかがより重要となる。決議採択において、
日赤はそのための第一回目の会合となる国際会議の開催
を求め、それを日本で開催することを提案した。2012
年 5 月、この申し出に基づいて、東京の日赤本社で開催
された「原子力災害対策にかかる赤十字会議」には、原
発保有国の赤十字社、またはその導入を検討中の国の
社、またそのいずれでもないが本決議に関心の高い社な
ど約 50 社が招待され、うち 16 の国と地域から 50 名余
りが参加した。参加社にはスリーマイル事故を経験した
アメリカ赤十字社やチェルノブイリを経験したロシア、
ベラルーシ、ウクライナの各赤十字社、原子力大国であ
るフランスや中国の赤十字社も含まれる。その中で、最
も直近かつ重大な原子力災害を経験した日赤は、その教
訓として、原子力災害という不測の事態が自然災害とい
う要因でもたらされ「複合災害」となったこと、限られ
た関係者だけで対応できるという想定が十分でなかった
こと、実際には想定よりはるかに多くの一般市民や機関
が巻き込まれ、影響を受ける地域は広範囲に及び、対応
を要した事故は多岐に渡り、対応に要する時間は数十年
と長く、影響を心配する動きは国境を越えて広がったこ
となどを強調し、その困難な現実のなかでも赤十字が果
たしうる役割の可能性があることを、自らの福島での救護
の実体験や復興支援における葛藤などを通じて提案した。
　原子力災害に向き合う各国の赤十字社、赤新月社の立
場は必ずしも同じではない。原子力災害の持つ専門性、
例えば放射線防護や除染のノウハウなどを赤十字が必ず
しも持ち合わせないこと、自国政府との関係において原
子力災害に取り組む任務を与えられていないこと、ある
いは現時点で自国が原子力発電所を保有していないこと
などの理由から、原子力災害への直接的な関わりに消極
的な赤十字社が少なからずあるのも事実である。しか
し、本問題を被災国の赤十字社だけでなく赤十字全体の
問題・課題という視点で議論したことは、これまでにな
い、ほぼ初の試みではなかったかと思う。この点が、チ
ェルノブイリ事故後の赤十字の対応と今回の対応が異な
る点である。3日間の議論を踏まえて、参加各社は、「原
子力災害の被災者支援」という命題が、一部の専門機関
のみならず、政府でも事業者でもない中立的な立場で、
かつ国内で草の根の組織を持つ赤十字が取り組むべき課
題の一つであることを再確認し、それが赤十字の基幹事
業である災害管理の延長線上にあること、また、その際
には、原子力災害だけに特化した対策を進めるのではな

く、生物・化学工場の爆発などの対策にも応用できるよ
うにすることが費用対効果の面で現実的であること、国
際赤十字のネットワークを駆使して、各社間の情報や知
識の共有、蓄積を促進すること、また、政府・関連国際
機関との連携強化を進めることなどで一致した。
　赤十字が具体的に着目するいくつかの課題としては次
のようなことが挙げられる。

① 赤十字職員やボランティアの知識・技術・装備の
向上。活動に従事するものの健康が守られなけれ
ば、活動の継続性も担保できないため

② 地域住民への啓発活動
③ 復興…心のケア、健康モニタリング、高齢者や子

供などの弱者に焦点を当てた被災者支援

　今後、新たに連盟事務局内に配置する担当者や、関心
の高い赤十字社で構成する諮問グループなどを中心に、
これらに取り組む準備を進めていく予定である。
　赤十字の特徴の一つは、政府の補完的役割を果たすと
ころにある。赤十字の被災者支援も、政府や自治体を補
完する中で実施されるが、実際に事故が発生した場合、
被災者支援に不可欠な情報を政府や事業者から入手でき
るかどうかという議論もあった。「政府が赤十字に対し
て情報提供を行わない可能性」「政府情報に十分な信頼
がおけるかどうか」などという懸念を表明した赤十字社
が数社あり、スリーマイル島原発事故を経験したアメリ
カ赤十字社も「正確な情報を迅速に提供しなければ、赤
十字自身が住民からの信頼を失う危険」を指摘した。こ
うした議論に対し、「原子力災害対策の方針を赤十字と
して決めておくことが、各国政府や国際機関などに情報
提供を促す際の根拠となりうること、そうした視点から
も赤十字が被災者支援のための何らかの国際的なガイド
ラインを発信することは重要だ」とする意見もあった。

４．おわりに

　繰り返しになるが、使用そのものを禁じる「核兵器」
へのメッセージと、使用の是非には触れないものの、救
護団体として不測の事態への備えを強化しようという
「原子力災害」へのメッセージは、本質的には異なるも
のである。しかし、福島での「原子力災害」を目の当た
りにし、また、福島での事故をきっかけに四半世紀以上
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前のチェルノブイリでの悲劇を改めて振り返る時、我々
赤十字は、原子力がひとたび時間と空間の制御を失った
際、人体、生活、環境にいかなる影響をもたらすのかを
知っておくべきであり、そしてそれにどのように備える
べきか、被災された方にどのような支援ができるか、と
いう人道援助団体としての課題を改めて確認した。こう
した被災者の視点で想像力を働かせると「もし核兵器が
使用された場合は、その起こりうる結果に対し、赤十字
を含む誰もが、人々の苦痛を軽減するという人道上の責
任を十分に果たせないだろう」という、核兵器使用禁止
の主張の根拠に通じるのは自然なことのように思える。
ただし、だからといって、人道援助団体、救護団体であ
る赤十字が、原子力に関連した不測の事態に対する備え
をやめてしまうことにはならない。例えば、核兵器禁止
決議をリードする ICRCですら、その一方で「核兵器テ
ロ」などにいかに現実的に備えるかを検討するプロジェ
クトを進めてきた。不測の事態に備え、現実的かつ直接
的に市民の苦痛を軽減するために何ができるかを考える
ことが赤十字マインドであり、これらの問題もその例外
ではないといえる。

ⅰ 1957 年　第 19 回赤十字国際会議（ニューデリー）
決議 18

 〔住民の保護〕…重ねて世界のすべての国々に対し、
… 一般的軍縮を招来するための努力を盛んにし、
特に人類を焼夷・化学・細菌・放射能その他の動因
の恐るべき影響から、常時有効に保護する措置を採
用するよう訴える。

 1965 年　第 20回赤十字国際会議（ウイーン）決議 28
 〔無差別戦争の危険からの文民の保護〕…少なくと

も左記の諸原則を遵守することは、国際的性格を有
する武力紛争時の行動に責任あるすべての政府その
他の当局の義務であることを厳粛に宣言する：戦争
法規の一般諸原則は、核および類似兵器にも適用さ
れる。

ⅱ 1969 年　第 21 回赤十字国際会議（イスタンブー
ル）決議 14　

 〔大量破壊兵器〕新しい戦争技術、なかんずく大量破
壊兵器が人類に対して有する危険を考慮し、…大量

破壊兵器の禁止に関する特別協定の採択は、国際人
道法の発展に重要なる寄与をなすものと思考し、…

 （1973 年、1977 年、1981 年国際会議でも同様の決
議あり）

 2009 年　赤十字代表者会議（ナイロビ）決議 7.5
 〔ある種兵器の開発、使用、拡散に拠る人道上の影

響の予防〕「赤十字運動の構成員に対し、各国政府
に対し、武器使用に伴う人的コスト（犠牲）を減じ
るための包括的なアプローチを追及するよう働きか
けることを求める」「各国政府に対し、生物・化学
兵器に関連する条約を誠意をもって履行し、これら
兵器を禁じるこれら規範を反映した国内法を整備す
ることを求める」「各国政府に対し、断固たる、ま
た迅速な核兵器廃絶に向けた努力を続けるよう、各
国政府に対し強く要請する。」

ⅲ 1954 年　専門家会議への出席
 　昭和 29 年（1954 年）、ICRCは核兵器禁止の実

現性を協議すべく、各社から招かれた専門家による
会議を主催した。ICRCからの要請を受けた日赤は、
都築医学博士（原爆症第一人者）及び榎本重治（国
際法学者）両名を代表団として派遣した。都築博士
は原子及び水素爆弾の使用・実験が人体に及ぼす影
響について報告を行い、唯一の被爆国である日本の
訴えは、会議参会者に深い印象を与えることとなっ
た。

ⅳ 1954 年　第 23 回連盟理事会における日赤の提案
 　これまでの国際会議決議では、原子兵器の禁止に

のみ主力が置かれていたのに対し、日赤は昭和 29
年（1954 年）、ノルウェー・オスロで開催された第
23 回連盟理事会において、インド赤及びスウェー
デン赤とともに原水爆実験禁止に踏み込んだ提案を
行った。原案は賛成 38、反対 0、棄権 6をもって可
決され、連盟理事会は「原子力が平和的目的にのみ
使用されることを確保するため原子力の国際的な有
効な管理を行なうこと」及び「国民を原子力実験か
らの危険と損害から守るため有効な措置を講ずるこ
と」を各国に要請する決議を採択した。



豊田看護大学紀要 8巻 1号　2013

― 66 ―

 1963 年　第 27 回連盟理事会における日赤の提案
 　昭和 38 年（1963 年）、スイス・ジュネーブで開

催された第 27 回連盟理事会において、日赤代表団
長の島津忠承社長が演説を行い、「核兵器の実験が
禁止されることを熱烈に希望する」との決議案を提
出した。この提案に対し、ユーゴスラビア、モロッ
コ、南アフリカ等から賛成演説があり、賛成 63、
反対なし、棄権 4（中国、アルバニア、北朝鮮、ト
リニダードトバゴ）をもって可決された。

ⅴ 「核兵器禁止条約」
 　1996 年の国際司法裁判所が出した勧告的意見に

おける「厳格かつ効果的な国際管理のもと、核軍縮
につながる交渉を行い、これを完了する義務が存在
する」という見解を受け、NGOが起草し、1997 年
にコスタリカが「モデル核兵器禁止条約」を国連に
初めて提出したのを皮切りに、NAM（非同盟運動）
を中心に途上国やNGOなど市民社会の支持が厚
い。

ⅵ CTBT（包括的核実験禁止条約）
 　2012 年 2 月現在で 182 カ国が署名、157 カ国が批

准しているが、発効要件国（核保有国を含む 44 か
国）の批准が完了していないため未発効である。

ⅶ FMCT（核分裂性物質生産禁止条約。通称カット
オフ条約）

 　1993 年 9 月にクリントン米大統領（当時）が国
連総会演説で提案したもの。事実上パキスタンが交
渉の進展をブロックしている状況にある。

ⅷ 「核兵器のない世界」
 　2007 年 1 月、キッシンジャー、シュルツ米国両

元国務長官（共に共和党で「核抑止」の支持者）な
どが「核兵器のない世界」というアピールを行っ
た。これは冷戦思考に終止符を打ち、潜在的核保有
国、テロリストへの核拡散のリスク拡大を背景に、
国家安全保障戦略における核兵器の位置づけを再考
しようとするもの。オバマ演説はこの流れを組んで
いる。

 　その後 2010 年 4 月、2001 年以来 9年ぶりに発表
された米国核体制見直し報告書（Nuclear Posture 

Review）はこうした提言を踏まえ、核兵器への相
対的依存度を低下させる方針を打ち出した。具体的
には「非核兵器」（通常兵器）に対する抑止として
の核兵器の役割を低減すべきとするもの。つまり、
抑止力とは、相手にこちらが実際に使うと思わせる
ことが重要であり、威力が大きすぎて使えない核兵
器よりも、たとえば、発展したミサイル技術（＝通
常兵器を運ぶ技術）により、すぐれた通常兵器のほ
うが抑止力になる、という考え方である。よって、
核兵器を「すべての攻撃に対する抑止力」ではな
く、あくまで「核攻撃」への抑止力と限定するも
の。「非核国」には使わない、というのが現行のア
メリカの政策であり、核保有を即放棄する考えでは
ない。

ⅸ ノーベル平和賞受賞者世界サミット
 　平和創造、暴力・紛争の分析、社会環境問題分野

において、世界が直面している問題に関する討論の
場として、またノーベル平和賞受賞者の傑出した専
門知識を活用する機会として、1999 年にゴルバチ
ョフ財団の提案によりはじまった。サミットはロー
マで開催されてきたが、途中から国際的な会議とし
ての地位を確立し、サミットのテーマに関連して開
催都市が選ばれるようになった。世界人権宣言 60
周年（2008 年）にはパリで、ベルリンの壁崩壊 20
周年（2009 年）にはベルリンで開催された。第 11
回目となる 2011 年には、広島・長崎の被爆 65 周年
を記念するという意味で「広島の遺産：核兵器のな
い世界」というテーマで、広島市にて開催された。

 　ダライ・ラマ 14 世、エルバラダイ元 IAEA（国
際原子力機関）事務局長、デ・クラーク元南アフリ
カ共和国大統領、対人地雷禁止運動を世界規模で展
開した米国人のジョディ・ウィリアムズ女史、イラ
ンの人権活動家のシリン・エバディ女史、北アイル
ランドの平和運動家のマイレッド・マグワイア女史
の個人受賞者 6人と受賞 13 団体が参加した。（赤十
字はこの 13 団体に含まれる）

ⅹ 「人道外交」
 　「人道外交」とは、「各国赤十字社の能力強化」「効

率・効果的な連盟事務局組織の構築」と並ぶ赤十字
連盟の戦略（2020 年戦略）を実現するための 3つ
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のツールの一つとして位置づけられている。「人道
外交」は、政策決定者やオピニオンリーダーの考え
方や行動に影響を及ぼし、社会的弱者の生活改善に
資する方向に動かしていくことを目的とする。「相
手の態度を変えさせる」ことを赤十字の責任とした
点が、アドボカシーを一歩推し進めた概念であると
いえる。

 　より具体的、技術的には、

‐異なるレベル（国際機関としての連盟「事務
局」、各国で当該政府の補完的役割を担う各赤
十字・赤十字社、そしてボランティア）

‐異なるステージ（赤十字国際会議、テーマごと
の専門家会議、緊急災害対応を通じて）

 をうまく使い分け、赤十字の最もユニークな特質
（端的にいえば、「人道」、「公平」、「中立」、「独立」、
「奉仕」、「単一性」、「世界性」の 7つの基本原則）
を背景に、最も効果のあるレベル／アクターがそれ
ぞれ最も効果のあるステージで人道外交を展開する
ことが期待されている。このための具体的なツール
やハンドブック（たとえば、様々なレベルとステー
ジに応じたステートメントの例、軍隊などある特定
のアクターと接する際の注意事項などをまとめたも
の）も随時整備されている。

ⅺ IPPNW（核戦争防止国際医師会議）
 　IPPNWは 1980 年 12 月、米ソの医師達が中心と

なって設立した世界的な団体で、1985 年にはノー
ベル平和賞を受賞。日本支部事務局は広島県医師会
内に設置されている。本部事務局は米国マサチュー
セッツ州ソマービルにある。2012 年 8 月の広島で
の第 20 回世界大会は日本で 23 年ぶりの開催となっ
た。

ⅻ CHARP（チェルノブイリ人道支援プログラム）
 　連盟は 1990 年 1 月から 2月にかけて、「ソ連邦チ

ェルノブイリ原子力発電所事故周辺調査」を実施
し、事故の影響や被災地域住民の健康状況及びニー
ズを調査した。この調査結果に基づきCHARPが
策定された。CHARPの主軸は以下の 3点。被災地
域住民に対し、行政の手の届かない医療保健・社会
心理面での支援を提供してきた。

①環境放射線量管理：放射線量計の整備、各地域の
汚染レベル検査（3年間で 1万地域 40 万回を実
施）、赤十字スタッフ・ボランティアを通じた被
災地域住民への保健教育（リーフレット作成）、
政府へのデータ提供など
②食料品モニタリング：食料品の放射線量検査機の
整備、汚染レベル検査（3年間で 2万件を実施）
住民への情報提供及び相談窓口設置など
③移動診療車：移動診療車 6台整備、被災地域住民
の健康状態にかかる情報収集、巡回診療の実施、
住民への情報提供、医薬品・ビタミン剤の配付、
カウンセリングなど

 　現在は特に甲状腺癌のスクリーニングが主要事業
であり、毎年約 10 万人を対象に実施。2016 年まで
継続を予定している。このほか、放射能汚染に関連
するストレスや不安解消のための心理社会ケアサー
ビスを提供したり、高い放射能汚染を受けた地域に
居住する子どもを対象に、免疫力を高めるための総
合ビタミン剤を配布したりしている。2011 年から
は新たに女性に対する乳癌検診を併せて実施。放射
能汚染による差別が関係住民の健康に影響を及ぼし
ていること、それによって過疎となった農村・僻地
への最低限の医療サービスの提供という観点から、
甲状腺癌以外の検査も開始している。


